
はじめに

2001年の成立以来Ｇ.Ｗ.ブッシュ政権は､ 国

防総省及び米軍の野心的な改革に取り組んでい

る｡ 90年代から科学技術､ 特に情報技術の飛躍

的向上を軍事に取り入れて軍隊のあり方を根本

的に変化させる RMA (Revolution in Military

Affairs／軍事における革命) の進展が注目を集

めるようになっていたが､ 同政権が目指すもの

はより広範な改革であり､ RMAと差別化する

ためにもそれを ｢変革｣ (Transformation) と

名付けている｡ 2001年の9.11テロとそれに続く

｢不朽の自由作戦｣ (アフガニスタン攻撃)､ そし

て2003年に開始された ｢イラクの自由作戦｣

(イラク攻撃と現在も継続中のイラクの占領・安定

化作戦) といった一連の動きの中で､ 国防政策

は常にブッシュ政権にとって中心的な課題であ

り続けてきた｡ ブッシュ政権はテロという新し

い脅威に対抗するためにも米軍の変革が必要だ

として､ これを最重要課題の一つと位置づけて

いる｡

変革の最大の目的は､ 現代の新しい脅威に対

して迅速に対処する米軍の能力を高めることに

ある｡ この目的を達成するため､ 米軍は､ 単に

新技術を導入するだけではなく､ 軍事戦略や米

軍の ｢戦い方｣ までをも全面的に改革しようと

している｡ 米軍の変革は単に米国の安全保障に

留まらず様々な局面で諸外国にも影響を与える

ため､ 世界的にも多くの関心を集めている｡ 各

国が注視する動きの１つに､ 軍変革の一環とし

て行われている在外米軍の再編 (前方展開態勢

の見直し) がある(１)｡ 米国は､ この在外米軍の
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� 在外米軍の再編以外で米軍変革が米国の同盟国に与える最も重大な影響は､ 米軍だけが技術的に先行してしま

うと C４I (指揮・統制・通信・コンピューター及び情報) のインターオペラビリティ (相互運用性) が失われ､

部隊の共同行動が困難になることである｡ 他国との共同行動の不可能性は､ 当然､ 米国が単独での軍事行動を選

択する誘因となり得る｡



再編を ｢グローバルな態勢の見直し｣ (Global

Posture Review／GPR) と呼んでいる｡ 近年日

本では在日米軍の再編が注目されているが､ そ

れも世界的なレベルで進められている GPRの

一部である｡ 端的に言えば､ GPRとは､ 冷戦

期のまま残されている海外の米軍基地・部隊の

配置を､ 現在の戦略環境により適したものへと

変更しようという試みである｡ GPRが軍変革

の一環であると言われる理由は､ 両者が共に米

軍の迅速な対応力の増強を目的としていること

にある｡ 変革によって機動力の増した部隊を地

理的にも脅威に迅速に対処できる場所に再配置

するというのが米国の計画であり､ その点で前

方展開する部隊の能力の変革と基地の再編は相

互補完的なものと言えるだろう｡ 重要なのは､

GPRとは単に基地や部隊の移転を意味するだ

けでなく､ 前方展開する部隊の性格､ 即ちその

兵力構成や想定される作戦行動を変更し､ 更に

米軍の海外基地の役割そのものをも大きく変え

ようとする計画だということである｡

だとすれば､ 個別の基地や部隊の移転を論ず

る際にも､ まず米軍変革の目的と方向性を理解

した上で､ GPRの戦略的な目的を分析する必

要がある｡ 現在の米軍の前方展開態勢は､ 規模

こそ縮小されたものの基本的には冷戦期と同様

に西欧と北東アジア (韓国・日本) に集中して

いる｡ GPRはこの態勢を全面的に見直すこと

を目的とした､ 文字通りグローバルな動きであ

る｡ したがって､ 米国の戦略をよりよく理解す

るためには､ 日本周辺地域のみだけでなく､ 世

界的なレベルでの米軍の動向に注意を払うべき

である｡ そこで､ 本稿では､ 個別の事例よりも

米国の戦略に焦点を当てながら､ 米軍変革の概

要､ 変革の中での GPRの位置づけやその目的､

GPRに対する米国内の反応を紹介する｡

Ⅰ 米軍変革の概要

１ 脅威認識の変化

ブッシュ政権が米軍変革を進める最大の理由

は､ 米国の脅威認識が大きく変化したことにあ

る｡ 冷戦期の脅威は主権国家間の大規模戦争で

あり､ 多かれ少なかれその相手や紛争地・紛争

形態が予測可能であった｡ しかし､ ブッシュ政

権は､ 現在における差し迫った脅威は一部の

｢ならず者国家｣ や国際テロ組織等の非国家主

体による予期し得ない非対称的な攻撃へと変化

したと考えている｡

このような認識は､ 決して9.11テロによって

生まれたものではない｡ まだ大統領候補であっ

た1999年９月の演説で､ 既にブッシュは次のよ

うに述べていた｡ 米国は二つの大海に囲まれて

いるため自国は安全だと感じてきたが､ ミサイ

ルや大量破壊兵器といった ｢技術の拡散により､

もはや距離は安全を意味しなくなった｣｡ しか

し､ ｢米国の軍隊は､ 新しい世紀の脅威にでは

なく､ いまだ冷戦期の脅威に備えて組織されて

いる｣｡ そして､ ブッシュは ｢次の世紀の軍隊

は､ 敏捷で､ 決定的な攻撃力を持ち､ 即応展開

できなければならない｣ と述べ､ 米軍をこのよ

うな姿に変えるための改革を当時から ｢我々の

軍隊の変革｣ と名付けていたのである(２)｡

軍変革の方針を正式に表明したものが､ 9.11

テロの直後に発表された2001年の ｢４年ごとの

国防見直し｣ (以下､ QDR2001) である｡ QDR

2001は､ 国防戦略策定の前提となる脅威認識を

次のように提示している｡ まず､ 冷戦期と異な

り現在の国際システムはより流動的かつ予測不

能となり､ 将来においてはアジアやアフリカの

崩壊した国家で活動するテロ組織等の非国家主
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体や ｢中東から北東アジアにかけて広がる幅広

い不安定の弧｣ に位置する諸国家が米国にとっ

ての脅威となり得る｡ そして､ 9.11テロが示し

たようにもはや米国本土といえども安全ではな

く､ 非国家主体であってもテロや非対称紛争に

よって米国に大きな損害を与えることが可能と

なったと分析する(３)｡

この脅威認識の下､ QDR2001は国防政策の

決定方式を､ これまでの ｢脅威に基づくアプロー

チ｣ (Threat-Based Approach) から ｢能力に基

づくアプローチ｣ (Capabilities-Based Approach)

へと転換する必要性を説く｡ Ｄ.ラムズフェル

ド国防長官は､ この転換を QDR2001の ｢中心

的な目標｣ と位置づけている(４)｡ 前者は冷戦

期の発想であり､ 米国はソ連という明白な脅威

に備えて国防計画を策定すればよかった｡ しか

し QDR2001は､ いつ誰がどこで米国に脅威を

与えるのか､ 現在の世界においては確信を持っ

て予想することはもはやできなくなってしまっ

たと認める｡ 予測可能なのは敵が用いる能力

(手段) だけであり､ 米軍がそれに対応するた

めには､ 多様な脅威に対してあらゆる時と場所

で対抗し得る幅広い能力を身につけなければな

らない｡ このような想定にたって国防政策を立

案するのが､ ｢能力に基づくアプローチ｣ であ

る(５)｡

2005年秋に公表予定の次期 QDRの基礎とし

て2005年３月に発表された ｢国家防衛戦略｣ に

おいても､ 同様の脅威認識が示されている｡ こ

の報告書は､ 現在の脅威を正規軍による ｢伝統

的挑戦｣ (Traditional challenges)､ テロ等によ

る ｢変則的挑戦｣ (Irregular challenges)､ 大量

破壊兵器等を用いた ｢破滅的挑戦｣ (Catastro-

phic challenges)､ バイオテクノロジー､ サイ

バー・スペース､ 宇宙空間等の分野における革

新的技術を用いた ｢妨害的挑戦｣ (Disruptive

challenges) に大別し､ 北朝鮮等の ｢問題国家｣

(problem states) やテロリスト等の非国家主体

がこれらの手段を様々に組み合わせて米国に挑

戦していると述べる(６)｡ また､ ｢能力に基づく

アプローチ｣ も戦略策定の指針の１つとして明

記されている(７)｡ 米国がこのような認識を持

ち続ける限り､ そこから導きだされる変革や

GPRといった諸政策の方向性が今後大きく変

わることはまずないであろう｡

２ 変革の定義と対象

いつどこで発生するか分からない多様な脅威

に対抗するためには､ 軍隊は敏捷性 (agility)､

機動力 (mobility)､ 紛争地への即応展開能力

(deployability) を備えなければならない｡ 例

えば､ 2003年の 『国防報告』 は､ 次の様に述べ

る｡ ｢新しい防衛戦略の要は､ 素早く対応し､

相手を抑止または迅速に打破するための初期条

件を作り出す能力にある｡ 我々は､ 時間をかけ

て圧倒的な兵力をゆっくりと展開するという計

画をもはや採用してはいない｡ ……今日､ 我々

はますます……多様な条件の下でより迅速に展

開できる軍隊に依存するようになっている｣(８)｡

米軍をこのような姿へと変えることこそが､ 変

革の主要課題なのである｡

QDR2001第５章は､ 米軍変革の大きな枠組

みを提示している｡ この方針に沿って変革を行

うため､ まず国防総省は2001年10月に､ 軍全体
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の変革を統轄・評価する部門として戦力変革局

を新設した｡ 変革のための戦略は主に同局の

Ａ.セブロウスキー局長とＤ.ファイス国防次官

(政策担当) が中心となって策定し､ Ｐ.ウォル

フォウィッツ国防副長官を経て最終的にラムズ

フェルド国防長官が承認を与えることとなって

いる｡ 制服組では､ 統合部隊の運用に関する戦

略を策定する統合参謀本部と､ 実際に演習等を

通じてその戦略を試験・発展させることを主任

務とする統合部隊軍が重要な役割を果たしてい

る(９)｡

2003年４月には､ 変革の基本指針を定めた

｢変革計画策定のガイダンス｣ が国防長官の名

で全軍に対して示された(10)｡ その後､ 戦力変

革局はこのガイダンスを更に敷衍した報告書を

作成している(11)｡ これらは QDR2001で示され

た枠組みを発展させたものであり､ 内容に重複

する部分も多い｡ 以下､ 本章では主にこれらの

文書に基づき米軍が進める変革の内容を概観す

る｡

まず､ 変革とは､ ｢米国の優越性を活用し､

非対称的な脅威に対する脆弱性を克服するため

に､ 軍隊のコンセプト､ 能力､ 人員､ 組織を今

までにないような仕方で組み合わせることを通

じて､ 軍事的な競争と協力の本質を変化させて

行くプロセス｣ と定義づけられる(12)｡ 分かり

にくい表現だが､ 要点の一つは変革が単なる軍

事技術の近代化以上のものだということで､ 基

本的な目標は ｢新技術を導入するだけでなく､

ドクトリンや兵力構成の大きな修正を通じて兵

力の用い方を変化させること｣ にある(13)｡ ま

た､ この定義は､ 変革された軍隊に到達地点や

完成形はなく､ 変革とは環境の変化に応じて継

続的に発展して行く ｢プロセス｣ であることを

示している(14)｡

変革の対象となる領域は３つに分類すること

ができる(15)｡ 第１が､ 米軍の戦い方の変革で

あり､ 当然米軍にとってはこれが最も重要な領

域である (第４節参照)｡ これには､ 戦い方を

支えるドクトリン､ 訓練､ 施設等の変革も含ま

れる｡ 第２が､ 国防総省の運営の変革である｡

これには､ 資源配分の効率化､ 兵器の開発及び

調達の合理化・迅速化､ 意思決定の簡素化､ 優

秀な人材の確保等が含まれる｡ 第３が､ 他の政

府機関や他国との協力のあり方の変革である｡

国防総省は､ テロ等の新たな脅威に対しては軍
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� 統合部隊軍は以前は大西洋軍と呼ばれる地域別統合軍であったが､ 1999年に改称され統合部隊の戦略の策定や
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� Military Transformation: A Strategic Approach, p.8.

� Ibid., pp.9-10.



事力だけでは対応できず､ 米国防衛のためには

他の政府機関や他国の軍隊との協力が不可欠で

あることを認める｡ 更に､ 他国が米軍と共同行

動をとるためには一定のインターオペラビリティ

が確保されていなければならず､ したがって他

国も変革という米軍の目標を共有し､ 他国軍の

変革に米軍が協力することも必要になるとする｡

現在でも他国の追随を許さない米軍がなぜ変

革しなければならないのかという疑問に対して､

国防総省は次のような理由を列挙している(16)｡

まず､ 急速な情報時代の到来は､ 米軍の戦い方

の根本的な変化を可能にするだけでなく､ 敵も

その技術を活用して米国に挑戦することを可能

とする｡ 米軍の優越性を保つためには不断の努

力が必要であり､ それに失敗すれば破滅的な結

果がもたらされる可能性もある｡ 更に､ 大量破

壊兵器の拡散が新たな脅威を生み出しているだ

けでなく､ 情報技術への米国の依存は宇宙空間

やサイバー・スペースにおける新たな脆弱性を

生み出している｡ これらの結果､ 敵対的な国家

だけでなく､ テロリストのような非国家主体で

あっても､ 非対称的な手段を用いることにより

米国本土にも大きな打撃を与えることができる

ようになった｡ 米国は､ このような危険に対処

するために変革が必要だと考えているのである｡

３ ６つの作戦目標と４つの柱

国防総省は､ 変革には次の６つの作戦目標が

あるとしている(17)｡

① 米国本土を含む重要な拠点の (特に大量破

壊兵器等の脅威からの) 防護｡

② 増大する敵のアンチ・アクセス能力に対抗

し得る兵力投射能力の構築 (アンチ・アクセ

ス能力とは米軍の接近を拒否する能力で､ 大量破

壊兵器の拡散や防空能力等の向上を意味する｡ こ

れに対抗するために､ 大量破壊兵器からの防護､

ステルス兵器､ 前線基地に依存しない長距離作戦

能力等を構築する)｡

③ 敵の ｢聖域｣ の打破 (衛星､ 無人航空機､

敵地に潜入した特殊部隊から得た情報と長距離精

密誘導兵器を組み合わせること等により､ 敵が米

軍の侵入を拒む聖域を確立することを阻止する)｡

④ 情報通信技術を活用した ｢ネットワーク中

心の戦争｣ の遂行 (第４節参照)｡

⑤ 情報システムの防御と ｢情報作戦｣ の遂行

(米軍が依存する情報システムを防御すると同時

に､ 米軍自身も電子戦やコンピューター・ネット

ワークへの攻撃といった情報作戦を遂行する能力

を向上させる)｡

⑥ 宇宙空間における優越性の維持 (衛星シス

テムを通信､ 偵察､ ナヴィゲーション等に活用す

ると同時に､ それらに対する敵の攻撃を防ぐ)｡

更に､ 国防総省は､ これらの目標を達成する

ための ｢軍変革の４つの柱｣ を提示する｡ 第１

の､ そして最も重要だと思われる柱は､ 陸海空

海兵隊の統合運用である(18)｡ 技術面で重要な

のは､ 特に C４I (指揮・統制・通信・コンピュー

ター及び情報) の分野におけるインターオペラ

ビリティの確立である｡ 例えば､ 地上部隊から

の情報を受けて航空機が近接航空支援を行った

り､ 逆に航空機から得た情報に基づいて地上部

隊が攻撃目標を特定するといったことも､ 軍種

間での情報の送受信が出来て初めて可能となる｡

戦略面では､ ｢変革計画策定のガイダンス｣

は統合参謀本部に各種報告書の作成を義務づけ

ている｡ その中心となるのが10－20年の長期的

な視野から統合運用のあり方を提示する ｢統合

作戦の概念｣ (Joint Operations Concepts) で

ある｡ 更に､ この概念に基づいて､ 本土防衛､

主要な戦闘作戦､ 安定化作戦､ 戦略抑止の４分

野ごとに詳細な計画を定めた ｢統合作戦遂行の

概念｣ (Joint Operating Concepts) が作成され
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� Ibid., pp.13-16.

� Ibid., pp.17-19.

� Ibid., pp.21-23.



ている(19)｡ これらの報告書は､ ｢将来の統合作

戦をガイドする概念的枠組みを提供し｣､ また

統合作戦を遂行するために必要な能力 (兵器､

教育､ 演習等) の取得計画を作成する基礎とな

るものとされている(20)｡ また､ 変革が不断の

｢プロセス｣ であることの反映として､ これら

の報告書も毎年見直しを行うことが義務づけら

れている｡

第２の柱は､ 情報技術における米国の優越性

の活用である(21)｡ ここでは特に､ 脅威が非国

家主体にまで多様化・細分化したことを受け､

情報収集能力の一層の強化が必要だとされる｡

具体的には､ HUMINT (スパイ等の人間が行う

情報収集活動) の強化､ 情報収集機器へのステ

ルス技術やナノテクロノジーの応用､ バイオメ

トリックス (生体認証) を用いた人物追跡等が

例示されている｡ 第３の柱は､ シミュレーショ

ン､ 統合演習､ 実際の作戦から得た教訓等を活

用して､ 新しい能力や概念を実験し発展させて

行くことである(22)｡ 第４の柱は､ これらの概

念や実験の結果に基づいて実際の能力を構築し

て行くことで､ それには兵器の調達だけでなく､

調達の迅速化､ 統合訓練・教育の強化､ 統合軍

の役割分担の見直し等も含まれる(23)｡

能力の構築と関連して､ 兵力変革局は今後重

視すべき分野として次の６つを特定している｡

それらは､ ① 火力 (特に殺傷力のない兵器とし

ても活用できるレーザー等の指向性エネルギー兵器

の開発)､ ② 機動・輸送力､ ③部隊防護 (NBC

攻撃等に対する防護力と市街地戦遂行能力の向上)､

④ 指揮・統制・通信のネットワーク化､ ⑤ 情

報・監視・偵察力の向上 (特に特定の作戦のた

めだけに打ち上げることが可能な安価な戦術衛星の

開発)､ ⑥ 兵站の迅速化と前線部隊のニーズへ

の対応力の向上である(24)｡

４ 新しい戦い方

ネットワーク中心の戦争と前方抑止

軍隊の変革は ｢今までの戦い方を時代遅れの

ものとし､ 軍事作戦における成功の基準を変え

ることになる｣ と米国は考えている(25)｡ では､

米国が目指す ｢戦い方｣ とはいかなるものか｡

ラムズフェルド国防長官もしばしば賞賛するの

が､ アフガニスタン攻撃において実施された精

密誘導爆撃や近接航空支援における新旧技術の

融合 騎馬にまたがった地上の特殊部隊が攻
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� Department of Defense, Joint Operations Concepts, Nov. 2003; Department of Defense, Homeland

Security Joint Operating Concept, Feb. 2004: Department of Defense, Major Combat Operations Joint

Operating Concept, Sep. 2004: Department of Defense, Stability Operations Joint Operating Concept,

Sep. 2004: Department of Defense, Strategic Deterrence Joint Operating Concept, Feb. 2004. もともと

｢ガイダンス｣ では､ クリントン政権で作成されていた ｢ジョイント・ヴィジョン｣ を長期的な戦略とし､ それ

よりも短い見通し (５－15年) に立った報告を ｢統合作戦の概念｣ と位置づけていた (Transformation Planning

Guidance, pp.15-16)｡ ｢ガイダンス｣ は新しい ｢ジョイント・ヴィジョン｣ を2003年４月までに作成するよう命

じているが､ まだそれは作成されていない｡ また､ 統合参謀本部の定めた戦略立案計画は､ ｢ジョイント・ヴィ

ジョン｣ には言及せずに､ ｢統合作戦の概念｣ を今後10-20年を視野に入れた最も基礎となる報告としている

(Joint Chiefs of Stuff, Joint Concept Development and Revision Plan, July 2004)｡ これらの事実からし

て､ ｢統合作戦の概念｣ が ｢ジョイント・ヴィジョン｣ に代わるものとされた可能性もある｡ これら全ての報告

書は次のサイトから入手可能｡ <http://www.dtic.mil/jointvision/index.html>

� Joint Operations Concepts, p.3.

� Military Transformation: A Strategic Approach, pp.23-25.

� Ibid., pp.25-26.

� Ibid., pp.26-27.

� Elements of Defense Transformation, pp.12-13.

� Military Transformation: A Strategic Approach, p.9.



撃目標を特定し､ その情報が近代的な通信ネッ

トワークを通じて司令部や航空機に瞬時に伝達

され､ 空から精密誘導兵器を用いて目標を即座

に破壊するという攻撃方法 である(26)｡ こ

れは単に最新技術を導入した結果ではなく､ 兵

力の運用に対する新しい考え方の成果であり､

ナポレオンの国民戦争やドイツの電撃戦にも匹

敵する革命だと米国は自賛している(27)｡ そし

て､ 軍隊の新しい戦い方の特徴として国防総省

が強調するのが､ ｢ネットワーク中心の戦争｣

(Network-Centric Warfare／NCW) と ｢前方抑

止｣ (Deter Forward) の２点である(28)｡

� ネットワーク中心の戦争 (NCW)

特に NCW は ｢軍変革の鍵｣ と位置づけら

れている(29)｡ NCWの要点は､ 戦場の全ての部

隊を双方向のネットワークで繋ぎ､ 戦場情報の

共有を確立することにある｡ ここでいう部隊と

は､ もちろん軍種の区別なく文字通り全ての部

隊であり､ 現に戦場にいる部隊だけでなく戦場

から離れた司令部等も含まれる｡ また､ NCW

においても､ 米軍は情報技術そのものよりも､

その技術を用いていかに行動するかをより重視

している｡ NCWとは､ ｢戦場内の自国部隊を

効果的にリンクし､ 戦況認識の共有を向上させ､

軍事作戦のあらゆるレベルでより迅速かつ効果

的な意思決定を可能とし､ 作戦遂行の速度を増

加させることによって｣､ 情報の優越を戦闘力

の向上へと転換させるものなのである(30)｡

この NCW は､ 近年の米軍が目標として掲

げる ｢効果に基づいた作戦｣ (Effects-Based

Operations／EBO) の遂行に欠かせないものだ

とされている｡ イラクの自由作戦を開始するに

あたって､ 国防総省は EBOに関するブリーフィ

ングを行っている(31)｡ それを要約すれば､ EBO

とは､ 戦争の目的は敵の全面的な破壊ではなく

敵の意思を屈服させることにあるとの基本認識

に立ち､ 個々の攻撃がどのような効果を相手に

与えるかを十分に計算に入れて攻撃目標を厳選

し､ より小さな兵力と破壊規模で最大の効果を

あげるように計画された作戦である｡ これによ

り､ 軍事作戦は ｢より効率的・効果的な仕方で｣

遂行されることになる｡ また､ 破壊規模の極小

化により民間人や建造物等への付随的被害も減

少することも EBOの利点とされている｡

EBOの代表例は､ 精密誘導兵器とステルス

技術を組み合わせた空爆である｡ 国防総省のブ

リーフィングによれば､ これらの技術により､

１つの目標を破壊するために必要となる爆弾数

が減った (即ち１機の航空機でより多くの目標を
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� "Secretary Rumsfeld Speaks on "21st Century Transformation" of U.S. Armed Forces: Remarks as

Delivered by Secretary of Defense Donald Rumsfeld, National Defense University, Fort McNair,

Washington, D.C." Jan. 31, 2002. <http://www.defenselink.mil/speeches/2002/s20020131-secdef.html>

� Elements of Defense Transformation, p.10.

� Military Transformation: A Strategic Approach, pp.28-35.

� Office of Force Transformation, The Implementation of Network-Centric Warfare, Jan. 2005, p.6.

<http://www.oft.osd.mil/library/library_files/document_387_NCW_Book_LowRes.pdf> この報告書は､ 兵

力変革局がこれまでの演習結果やアフガニスタン・イラク攻撃の教訓を踏まえて作成した NCWに関する最新の

解説である｡

� Ibid., pp.4-5. 米軍は､ NCW遂行の指針として次の点を挙げている｡ それらは､ ｢情報優勢｣ (Information

Superiority) 確保の優先､ 戦況認識の共有､ 迅速な意思決定と作戦行動､ セルフ・シンクロナイゼーション

(戦場の部隊が最新の戦況情報を参照して､ 指揮官の命令を待たずに自己の行動に微調整を加えること)､ 兵力の

分散と小規模化 (戦況を的確に把握すれば､ 兵力を必要な時と場所に迅速に投射することが可能となり､ 戦場を

面として大部隊で支配する必要がなくなる) 等である｡ Ibid., pp.8-10.

� Department of Defense, "News Transcript: Effects Based Operations Briefing," March 19, 2003.

<http://www.defenselink.mil/transcripts/2003/t03202003_t0319effects.html>



破壊できるようになった) ことや､ 爆撃機のステ

ルス化によって護衛の航空機をつける必要が減っ

たため､ 投射兵力と破壊規模は以前よりも格段

に減少している｡ 更に重要なことは､ かつての

ようにまず敵の防空システムを完全に制圧した

後に､ その他の部隊､ 産業基盤､ 政治的目標

(指導者等) へと順番に攻撃対象を拡大してい

くのではなく､ 現在はそれらの全てを初めから

攻撃目標とし､ 詳細な情報に基づき効果的なポ

イントのみを選択して攻撃することができるよ

うになったことである｡ この結果､ 無意味な破

壊を出来る限り避けつつ､ 真の軍事目標を効率

的に達成することが可能になったとされる(32)｡

もちろん､ EBOは空爆だけでなく､ あらゆ

る軍事作戦に適用される概念である｡ EBOを

遂行するためには､ さまざまな能力 例えば､

敵や戦況に関する詳細な情報を把握する能力､

作戦を遂行しつつその効果を測定する能力､ そ

の測定結果に基づいて作戦を柔軟に変化させる

適応力等 が必要になるだろう｡ そして米軍

は､ 軍隊のネットワーク化こそが､ そのような

能力の獲得につながると考えているのである｡

� 前方抑止

軍隊の新しい戦い方のもう一つの特徴である

｢前方抑止｣ は､ 既に QDR2001でも登場して

いた言葉である｡ しかし､ QDR2001では､ 単

に米国本土から前方展開した部隊が敵を抑止す

るといった程度の意味に過ぎなかった(33)｡ とこ

ろが､ QDR2001を受けて兵力変革局が作成した

報告書は､ この考えを更に発展させている(34)｡

そこでは､ まず情報時代の紛争においては初期

(前方) 段階でいかに自分に有利な状況を作り

出すかが決定的に重要であり､ 初期段階の小さ

な要因が後に甚大な結果をもたらす可能性があ

るとされる｡ ｢産業時代の軍隊の有効性は､ 大

部隊を用いて紛争の烈度を最大にし､ その烈度

を維持する能力によって計られた｡ しかし……

情報時代の敵がイニシアティブを握り初期条件

を変化させることができるとしたら､ そのよう

な能力は全く意味をなさなくなってしまう｣(35)｡

したがって米軍は紛争の初期段階から敵を凌駕

する速度で兵力を投射し､ 敵の戦略的なオプショ

ンを狭めなければならない｡ それに成功するな

らば､ その後の紛争の烈度と期間は (それに失

敗した場合よりも) 遥かに低く､ 短くなる｡ そ

して､ 国防総省は､ ネットワーク化された統合

部隊のみが､ 前方抑止に必要とされる迅速性と

的確な戦場情報の処理能力を持つ軍隊であると

結論付けるのである｡

これと関連して､ ラムズフェルド国防長官は

軍に対して ｢10－30－30｣ と言われる目標を課

している｡ それは､ 10日以内で紛争地に展開し､

次の30日以内に敵を打破し､ 更にその後の30日

以内に他の場所で新たに戦闘を遂行する準備を

整えるというものである｡ これは現在の米軍の

輸送・展開能力では達成不可能な目標であるが､

既に米軍は､ 将来の軍備計画を作成する際の指

標としてこの目標を用いている(36)｡ この目標

も､ 前方抑止という考えから導き出されたもの

だとみてよいであろう｡

前方抑止という概念においては､ ｢前方｣ と
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� Ibid.

� Quadrennial Defense Review, p.20.

� Military Transformation: A Strategic Approach, pp.29-31.

� Ibid., p.31. このように､ 米軍はしばしば変革を ｢産業時代の軍隊｣ から ｢情報時代の軍隊｣ への変化と説明

している｡

� "Rumsfeld's New Speed Goals," Defense News, April 12, 2004, p.1 and 6. 例えば､ 陸軍が作成した変革

の ｢ロードマップ｣ も､ この ｢10-30-30｣ 目標を取り上げ､ それを達成するために今後必要となる輸送手段を分

析している｡ United States Army, 2004 Army Transformation Roadmap, July 2004, pp.2�-2�.

<http://www.oft.osd.mil/library/library_files/document_386_ATR_2004_Final.pdf>



いう言葉は場所だけでなく時間の意味も含み､

また ｢抑止｣ という言葉も､ 紛争それ自体の抑

止だけでなく ｢紛争の烈度と期間の抑止｣ をも

意味している｡ これは､ 米国が紛争の抑止だけ

でなく､ もし紛争が発生した場合にいかに効率

よく作戦を遂行するかを以前よりも重視するよ

うになったことを反映している｡ このような傾

向は前方抑止だけでなく､ 前述した EBOや､

｢使える核｣ とも言われる小型核兵器の研究を

進めるブッシュ政権の核政策(37) にも表れてい

る｡

このような変化を生み出した根本的な要因も､

米国の脅威認識にある｡ 即ち､ 米国は､ 現代の

主たる脅威は (冷戦期のソ連のような主権国家と

は異なり) 予測不可能で抑止のきかない非理性

的な主体だと見なしており､ 紛争が現実に勃発

する可能性は冷戦期よりも遥かに高いと考える

ようになったのである｡ ラムズフェルド国防長

官は､ 次のように述べる｡ ｢米国を防衛するた

めには予防や自衛､ そしてある場合には先制が

必要になる｡ ……テロやその他の21世紀の脅威

に対する防衛は､ 敵地に乗り込んで戦争を遂行

することが必要であり､ 最良の､ 時として唯一

の防衛手段は攻撃なのだ｣ (38)｡

現代の脅威が有する破壊力に対する米国の懸

念や､ 紛争の初期段階における迅速な戦力投射

を重視する前方抑止という概念が､ いわゆる先

制攻撃､ 予防戦争､ ユニラテラリズム (単独行

動主義) 等といった行動と結びつきやすいもの

であることは容易に想像がつくだろう｡ NCW

にしても､ 米国のユニラテラリズムを促す要因

となり得る｡ 何故なら､ 米軍とネットワーク化

されず情報を共有できない部隊は､ 軍事作戦に

おいては単に米軍の足手まといと見なされかね

ないからである｡

５ 各軍の取り組み

以上はあくまでも大きな戦略目標であり､ こ

れに基づいて米軍は新しい装備を開発したり､

更に詳細な作戦概念を作成したりしている｡ 装

備の面では､ 当然機動力と攻撃の精密性が重視

される傾向にある｡ ウォルフォウィッツ国防副

長官は､ 変革のためには､ 冷戦型の思考様式で

計画された不必要で高額な兵器の生産を中止し､

それにより浮いた資源をより意味のある分野へ

と振り向けるべきだと主張する｡ 副長官は､ そ

の実例として､ 重量が重すぎると批判されてい

た大型自走砲クルセイダーの開発を中止し､ C-

130でも輸送可能な ｢高機動多連装ロケット・

システム｣ (HIMARS)(39) の開発を加速したこ
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� ブッシュ政権は2002年１月に ｢核態勢の見直し｣ 報告を議会に提出している｡ その大部分は機密扱いであるが､

マスコミにリークされた内容によると､ 同報告は､ イラク・イラン・北朝鮮・シリア・リビアの脅威を名指しし

た上で､ 地下に貯蔵された大量破壊兵器の破壊にも使用できる小型核の開発の必要性に言及するものであった

(ただし明示的に非核保有国への先制核攻撃を認めたわけではない)｡ この政策に基づき､ 米国は2004会計年度に

は､ 1993年以来スプラット・ファース条項により禁じられていた爆発力５kgトン以下の小型核の研究を解禁し

ている (小型核の開発や配備は依然として禁じられている)｡ ｢核態勢の見直し｣ 報告とブッシュ政権の核政策に

ついては次を参照｡ "Secret Plan Outlines the Unthinkable," Los Angels Times, March 10, 2002; "U.S.

Nuclear Plan Sees New Targets and New Weapons," New York Times, March 10, 2002; Global Security,

"Nuclear Posture Review (Excerpts),"<http://www.globalsecurity.org/wmd/library/policy/dod/npr.htm>

黒沢満 ｢米国の新核政策 ｢核態勢見直し｣ の批判的検討｣ 『政経研究』 39�, 2003.3, pp.341-367. 松山健二 ｢米

国の核政策における地中貫通核兵器及び低威力核兵器の役割｣ 『レファレンス』 641, 2004.6, pp.57-78.

� "Secretary Rumsfeld Speaks on 21st Century Transformation," Jan. 31, 2002.

� HIMARS (High Mobility Artillery Rocket System)とは､ キャタピラ式の多連装ロケット・システム

(MLRS) を装輪化し､ C-130でも輸送可能なように軽量化した新型のロケット・システムである｡ Federation

of American Scientists, "High Mobility Artillery Rocket System". <http://www.fas.org/man/dod-101/

sys/land/himars.htm>



と､ 1970年代から開発計画が続いていた新型ヘ

リ・コマンチ120機の開発を中止し､ その代わ

りに約800機の従来型ヘリを調達すること､ オ

ハイオ級の戦略原潜４隻から弾道ミサイルの発

射筒を撤去し､ 代わりにトマホーク巡航ミサイ

ルや (特殊部隊が潜水艦から作戦行動を行えるよ

うにするために) 小型潜航艇を搭載できるよう

に改修したこと等をあげている(40)｡ これらの

他にも､ 従来の機甲部隊よりも軽量で機動力の

あるストライカー装輪装甲車を中心とした ｢ス

トライカー旅団戦闘チーム｣ (SBCT) の創設や､

無人航空機 (UAV) による情報収集力の強化､

UAVへの攻撃兵器の搭載等が変革の代表例と

いわれる｡

また､ ｢変革計画策定のガイダンス｣ は､ 各

軍に対して変革へ向けた ｢ロードマップ｣ を毎

年作成するように命じている(41)｡ これらのロー

ドマップも､ 各軍の将来的な戦略目標や構想を

提示したものである｡ 以下ではそれらの中から､

米軍の GPRにも影響を与える可能性のあるも

のを簡単に紹介する｡

米空軍は ｢グローバル・モビリティ｣ と ｢グ

ローバル・ストライク｣ という概念を提示して

いる(42)｡ 前者は ｢世界のどこにおいても最小

限の時間で作戦を開始｣ することを､ 後者は

｢重要な目標を｣ それが世界のどこにあろうと

も ｢数時間､ あるいは数分以内に……攻撃する｣

ことを意味する｡ そして､ そのためには､ 指揮

統制通信システム､ 空輸､ 空中給油､ 偵察・監

視､ 長距離精密誘導爆撃等の能力が必要だとさ

れている｡

しかし､ 何よりも重要なのは､ これらの概念

の目標の１つが､ ｢政治情勢の変化により……

同盟国が突然米国の基地使用を拒否することも

あり得る｣ との認識に立ち､ 米国本土から ｢前

方展開部隊が存在しない場所に対してもほぼ即

座に兵力を投射する｣ 能力を構築することにあ

るとされていることだろう(43)｡ このような考

えが強調されるのは､ イラク戦争の際の経験

(例えば､ トルコは米軍の基地使用を､ オーストリ

アも米軍の領域通過を拒否した) によるところも

大きい｡ もちろん､ 前方展開基地の有効性が完

全に否定されている訳ではないが､ 今後ますま

す米軍は不測の場合に備え､ 前方基地に依存し

なくても作戦を遂行できる能力の開発に努める

ようになると思われる｡

現在の空軍の即応態勢を支えているのが､

1999年から開始されている航空宇宙遠征軍

(Aerospace Expeditionary Force／AEF) 構想で

ある｡ これは､ 空軍のほぼ全兵力を10個のAEF

に分け､ 各 AEFのローテーションにより常時

そのうちの２つを前線配備か即応展開可能な状

態に置くものである｡ 現在は20ヶ月のサイクル

のうち120日が前線配備､ それ以外が訓練・休

養期間とされている(44)｡

各 AEFは､ 各地の部隊から差し出された航

空機150－175機､ 人員約15,000人により構成さ

れる(45)｡ 例えば､ 日本の米軍基地に配備され
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� Paul Wolfowitz, "Thinking about the Imperatives of Defense Transformation," Heritage Lectures,

No.831, Feb. 27, 2004, pp.2-3. <http://www.heritage.org/Research/NationalSecurity/loader.cfm?url=/
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� Transformation Planning Guidance, p.14.
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� Ibid., pp.45 and 63.
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ている空軍機でも､ 指定された前線配備期間に

は在日米軍以外の部隊と共に AEFに組み込ま

れ､ 日本を離れてどこかの前線に配備されるこ

とになる｡ 嘉手納や三沢の米軍機がイラクの飛

行禁止区域監視活動に派遣されていたのも､ こ

のためである｡ これは､ 米軍が部隊を地域ごと

にではなく､ グローバルなレベルで運用しよう

としていることを意味している｡

一方､ 海軍は､ 即応態勢を整えるために ｢艦

隊即応計画｣ (Fleet Response Plan) を新たに

作成した｡ これは､ 米国が保有している12の空

母打撃群 (かつての空母戦闘群) のうち常に６つ

を即応態勢におき､ 残りの２つを90日以内に展

開可能な状態に維持しようという計画である(46)｡

この目標は既に2003年末に達成されており､

2004年夏にはこの計画をテストするために､ 空

母７隻が同時参加するというかつてない規模の

演習 ｢サマー・パルス04｣ が太平洋､ 大西洋､

アラビア海等で行われた(47)｡

また､ 海軍は海兵隊と共に､ 遠征打撃軍

(Expeditionary Strike Force／ESF) の創設も

検討している｡ ESFは､ 空母打撃群と遠征打

撃群 (海兵隊を乗せた水陸両用艦に艦対地攻撃能

力を持つ水上艦や潜水艦を組み合わせた部隊) を

中心に編成される(48)｡ ESFを紛争地周辺海域

に投入すれば､ 空母艦載機やトマホーク巡航ミ

サイル等による対地攻撃や､ 揚陸した海兵隊部

隊による地上戦の遂行が可能となる｡ 更に注目

されているのが､ 海軍・海兵隊の進める ｢海上

基地｣ (Sea Base) 構想である｡ これは､ 沿岸

に配備された艦艇を陸上の基地に見立て､ 地上

戦支援や部隊の揚陸だけでなく､ 補給拠点､ 装

備の修繕､ 兵力の集結・訓練等の場としても活

用しようというものである(49)｡ 海上基地の利

点は陸上基地よりも安全で ｢政治的・外交的な

制約に拘束されることが少ない｣ ことにあると

されていることからも分かるように(50)､ この

構想の背景にも前方展開基地への依存を低下さ

せようという意図がある｡

Ⅱ 変革と GPR

１ GPRの戦略目的

GPRも､ 軍の変革の一環として､ 既に QDR

2001で打ち出されている｡ QDR2001は､ ｢西欧

と北東アジアに集中した米国の海外プレゼンス

の態勢は新しい戦略環境の中では不適切｣ だと

し､ ｢西欧と北東アジア以外に追加的な基地・

駐屯地を作ることを重視し､ 世界の死活的に重

要な地域において米軍により柔軟性をもたらす

基地システムを構築する｣ と宣言していたので

ある(51)｡

米国は､ 前方展開態勢も ｢能力に基づくアプ

ローチ｣ に基づいて決定されるべきだと考える

ようになっている｡ 冷戦期は､ 紛争が発生する

であろう地点を予測できたため､ そこに前もっ
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て大規模な兵力を配備しておけばよかった｡ し

たがって､ 冷戦期の米国は､ 西欧と北東アジア

に前方展開兵力を集中したのである｡ この態勢

の中核はドイツと韓国に配備された陸軍であり､

これらの部隊は前方展開された場所で戦うこと

を想定していたため､ 基本的にそこから他の場

所へ移動して戦うための機動力を重視する必要

はなかった｡ しかし､ 現代の脅威は､ 前もって

紛争が起こり得る地域を特定することができな

い｡ そのような状況に対処するためには､ 米軍

はあらゆる事態に備え､ 世界中のどこで紛争が

発生しようとも迅速にそこに兵力を展開できな

ければならない｡ このような観点からすれば､

現在の米国の態勢は冷戦期の遺産とも言え､

｢不適切｣ 以外のなにものでもないのである｡

ラムズフェルド国防長官は､ 上院の公聴会で

｢米国のグローバルな態勢の再編は､ 我々の非

常に大きな計画の中の一部に過ぎない｡ 我々が

現在していることは､ 考え方とパースペクティ

ブの変更である｡ 本質的なことは､ 我々の軍隊

をより敏捷で効率的なものへと変革することな

のだ｣ と明言している(52)｡ そして､ ｢まるで過

去50年間何も変わっていないかのように､ 例え

ば､ 今でも……ドイツの北部平野へと侵略して

くるソ連の戦車に備えているかのように｣ 部隊が

配置され続けている米軍の現状を批判する(53)｡

つまり､ 変革も GPRもその目的は同一で､

不確実な脅威に備えて軍隊の即応性を向上させ

ることにある｡ これは､ 前方展開基地及び兵力

の持つ役割の根本的な変化を意味している｡ そ

れらの役割は､ 米軍受入国や周辺地域の防衛か

ら､ 紛争地への迅速な展開を可能にするための

手段へと重心を移しつつあると言えるだろう｡

一方で､ 軍の変革は､ 前述したように､ 海外

基地への依存を弱める傾向にある｡ 変革によっ

て部隊の迅速な展開が可能となり､ かつ投入兵

力も極小化できるとすれば､ 大部隊を前もって

海外に駐留させる必要はますます低下する｡ 海

外基地への依存を下げようとする ｢海上基地｣

や ｢グローバル・ストライク｣ といった構想が

実現すれば､ 海外基地が持つ意味は紛争地への

兵力の投射をスムーズに行うための経由地でし

かなくなるだろう｡

GPRに関しては､ イラク戦争に反対したド

イツへの懲罰的な意図もあるとか､ イラクでの

作戦で不足している人員を補う手段だという指

摘もあるが､ それらは短期的な要因に過ぎない｡

そもそも､ GPRはイラク攻撃開始以前から開

始されていた計画である｡ また､ ドイツも､ 在

独米軍のイラク派遣には反対しなかった｡ むし

ろ､ 米国にとっては､ 在独・在韓米軍をイラク

に派遣できたという事実自体が､ それらの兵力

が今まで無駄に配置されていた証拠と映るだろ

う｡

米国の目的は､ より長期的な視野に立って､

自国が冷戦期に構築した世界的な軍事態勢を再

び自分たちの手で新しく作り替えることにある｡

この点でファイス国防次官は､ GPRを ｢現在

の外交問題にではなく､ 今後数十年の戦略的な

必要性と機会に焦点を当てて……在外米軍を再

編成する計画｣ だと述べている｡ そして､ この

試みを､ 冷戦開始直後に対ソ同盟網を構築し自

らの回顧録を 『創造に立ち会って』 と名付けた

Ｄ.アチソンの業績になぞらえることで､ 新し

い脅威が出現した現在の国際関係は冷戦開始直

後と同様の変動期にあり､ GPRはその環境変

化に合わせて約50年ぶりに同盟の枠組みを新た

に ｢創造｣ しようとする大きな計画なのだと示
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唆するのである(54)｡

２ GPRのタイム・スケジュール

GPR の開始は QDR2001で宣言されたが､

同盟諸国との協議を開始すると正式に表明した

のは2003年11月の大統領声明であった(55)｡ し

かし､ 水面下での調査や計画作成はそれ以前か

ら行われていた｡ 2003年３月には､ ラムズフェ

ルド国防長官がファイス国防次官と統合参謀本

部議長に対して､ GPR計画策定のために ｢グ

ローバルなプレゼンスと基地配置の統合戦略｣

(Integrated Global Presence and Basing Strat-

egy) を策定するよう命じた(56)｡ この戦略は

GPRの基礎をなすもので､ 計画の詳細は地域

別統合軍司令官と陸海空海兵隊司令官によって

策定されている(57)｡ 更に､ 2004年２月には､

地域別統合軍司令官に対して､ 将来の前方展開

態勢の計画を策定し､ 必要となる施設及び費用､

米国と受入国の間での費用の分担､ 受入国に返

還されることとなる施設の現状を明確にするこ

とが命じられている(58)｡

2004年８月には､ ブッシュ大統領が演説で

｢今後我々は､ より敏捷で柔軟な部隊を展開す

るようになるだろう｡ それはより多くの部隊が

米国本土に駐留し､ [緊急時には] 本土から海

外へ向け展開するようになることを意味する｡

そして､ 予測不可能な脅威に迅速に対処し撃退

するために､ いくらかの部隊・能力を新しい場

所に移動させることになるだろう｣ と述べ､

｢今後10年間で､ ６－７万人の軍人と約10万人

の兵士の家族および文民を帰国させる｣ と計画

の概要を明らかにした(59)｡
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ここで､ 計画とはいえ具体的な数字が出され

たことは､ この時点までにある程度の具体的計

画が既に米軍内部では策定されていたことを意

味しているのだろう｡ しかし､ ラムズフェルド

国防長官は､ GPRについて､ 複数の国に関わ

る全体的な計画がある時点で発表されるという

ことはなく､ それぞれの諸国との交渉がまとま

り次第､ ４－６年かけて部分的に再編を行って

いくことになるだろうと説明している(60)｡ 例

えば､ アジアにおいても､ 在日米軍の再編に先

行して､ 米韓両政府は2008年までかけて段階的

に在韓米軍12,500人 (全体の約３分の１) を削

減することを2004年10月に合意している(61)｡

また､ GPRは､ 現在米国が国内で進めてい

る基地再編閉鎖プロセス (Base Realignment

and Closure／BRAC)(62) とも密接に関連してい

る｡ BRACが今後も存続させる国内基地を選

定し､ 海外から帰国した部隊をどの基地に配備

するかを決定しなければ､ 部隊の受け入れ先が

確保できないからである｡ BRACの最終的結

論が出るのは早くても2005年末であるので､ 大

規模な部隊の本国帰還は2007会計年度以降にな

るだろうと国防総省は説明している(63)｡

しかし､ BRAC自体も､ 基地閉鎖が地元経

済に与える悪影響を懸念する議員達の抵抗もあっ

て紛糾している｡ これらの議員の中には､ 米国

に帰国する部隊が地元の基地に駐留することを

望む声もある｡ 例えばアラバマ州選出の上院議

員は､ 帰国する兵士たちは ｢米国で税金を払い､

米国民の経済活動を支援することになるのだか

ら､ 一般的には､ 我々全てが米国兵の帰国を支

持していると思う｣ と述べ､ 自分は部隊のいく

らかがアラバマに来ることを望むと発言してい

る(64)｡ 一方でラムズフェルド国防長官も､ 地

元に大規模な基地を抱える議員達と会談し､ 海

外に展開している部隊が本土に帰ってくるため

今回の BRACは当初の予想よりも小規模なも

のとなるだろうとの趣旨の発言を行って､ 議員

達の懸念を払拭しようとしている(65)｡ GPRが

BRACと結びついた結果として､ 単に戦略的

な合理性だけではなく国内政治的要因も考慮に

入れねばならなくなり､ 計画策定はより複雑に

なってしまっている｡

2005年５月13日､ 国防総省は今回の BRAC
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で閉鎖・再編の対象となる基地をリスト・アッ

プし､ その軍事的・経済的影響等を分析した報

告書を発表した(66)｡ この報告書によると､ 国

防総省は､ 国内に318ある主要基地のうち33を

閉鎖､ 29を再編 (小規模基地では775を閉鎖・再

編) することを計画している(67)｡

当初､ 国防総省は米国内の基地の20－25％が

余剰だと算定していたが､ 前述したラムズフェ

ルド国防長官の言葉のとおり､ 実際に閉鎖・再

編の対象とされたのは全体の５－10％にとどまっ

た｡ この理由について､ 国防長官は､ 基地の軍

事的価値､ 基地閉鎖による経済的影響､ 米国本

土に帰国する部隊の受け入れ等の要因を詳細に

検討した結果だと説明している(68)｡ しかし､

当初の想定よりは縮小されたとはいえ､ 今回の

計画は過去４回の BRACのいずれをも上回る

大規模なものである｡ 国防長官は､ この計画に

より今後20年間で488億ドル (GPRによる海外

基地の閉鎖・再編も含めれば642億ドル) が節約さ

れるだろうと語っている(69)｡

また､ 米国の議員の中には国内基地を閉鎖す

るよりもまず海外基地を閉鎖すべきだという意

見もあり､ そのような圧力の結果として､ 議会

が任命した委員が海外基地のあり方を検討する

｢海外基地見直し委員会｣ が創設された(70)｡ こ

の委員会は2004年軍事建設歳出法(71) の中で創

設が決定されたもので､ 議会からは独立した委

員会であり､ 各党から指名された専門家によっ

て構成される｡ 法律上の委員定数は８名である

が､ 実際に指名されているのは６名で､ うち５

名が退役軍人､ 残る１名はランド研究所所長で

ある｡ 委員会は､ 米軍の海外施設の現状や海外

に展開すべき兵力等を検討し､ 議会及び大統領

に対して最終的な報告書を2005年８月15日まで

に提出することが義務付けられている(72)｡ 委

員会の報告書に法的拘束力はないが､ GPRに

対する議会の見方をある程度反映したものとな

ることが予想される｡ 2005年５月９日には委員

会による中間報告が公表されているが(73)､ そ

の内容については第Ⅲ章で触れる｡

３ GPRの基本方針

GPR策定に深く関与しているファイス国防

次官は､ 当初から GPRを単なる基地や部隊の

再編よりも幅広く解釈することが必要だと主張

していた｡ 例えば､ 2003年12月の講演では､
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GPRには､ 同盟国が自国の軍や戦略を近代化

するための援助や､ 米軍による海外基地の円滑

な使用を確保するために受入国と締結する地位

協定､ 国際刑事裁判所ローマ規程第98条に基づ

く協定 (米軍人が同裁判所に提訴されることを防

ぐための協定)､ 軍隊間の相互物品・役務提供協

定等も含まれると述べている(74)｡ また､ 2004

年６月の下院公聴会でも､ ｢態勢とは､ 基地や

施設のみを意味しているのではなく｣､ 展開し

ている部隊がそこで行う活動 (演習や作戦行動)､

同盟国との協力関係､ 米軍の受け入れに関する

法的な取り決めをも含む広い概念だと証言して

いる(75)｡

この下院公聴会では､ 国防次官が GPRの基

本方針を ｢５つの鍵となる政策テーマ｣ として

説明している(76)｡ GPRを議題とした公聴会は

2004年９月にも上院で開催されており､ そこで

はラムズフェルド国防長官が GPRの４つの方

針を示している(77)｡ この４つの方針は全て国

防次官の５つのテーマに含まれるので､ 以下で

は両者をまとめて説明する｡ なお､ 2005年３月

に発表された ｢国家防衛戦略｣ も､ この５つの

テーマを GPRの目標として掲げている(78)｡

第１のテーマは､ 同盟国の役割の強化である｡

これには､ 米軍との共同行動を円滑にするため

に､ 同盟国の兵力・戦略の変革を支援すること

も含まれる｡ その一方で､ 国防次官は､ GPR

の目的の１つが､ 駐留米軍の ｢事故やその他の

問題が原因で発生している受入国との摩擦を取

り除くことにある｣ とも証言する｡ 国防長官も

同様に､ ｢米軍の存在と活動が地元住民に不快

感を与え､ 受入国にとってイラつきの元となっ

ている場合がある｣ ことを認め､ ｢我々の部隊

は､ 部隊が求められ､ 歓迎され､ 必要とされる

場所に配置されるべきである｣ と述べている｡

第２及び第３のテーマはほぼ同内容で､ 不確

実性に対処するための柔軟性の増強と､ 即応展

開能力の増強である｡ これは､ 米軍の迅速な展

開を可能とするための部隊再配置や基地使用協

定の締結等を意味している｡ この点で重要なの

は､ 米国は､ 単に海外基地の地理的な位置だけ

でなく､ 受入国の対米姿勢 (特に米軍の基地使

用に対する対応) をも重視しているということ

である｡ この点について､ 国防長官は､ ｢米軍

は [受入国以外への] 部隊の移動に対して寛容

な場所に配置されるべきだ｣ と主張する｡ そし

て､ 今までに部隊の移動に制約を課す受入国も

存在した事実を指摘した上で､ 現在米国が受入

国と結んでいる ｢法的取り決めの多くは半世紀

かそれ以上も前に取り決められたものであり……

新しい現実を反映し､ 作戦の柔軟性を許容する

ものへとアップ・トゥー・デートする必要があ

る｣ と述べるのである｡

第４のテーマは､ 地域ごとの戦略からグロー

バル・レベルの戦略への転換である｡ 国防次官

は､ 現代の脅威がグローバルに拡散しているの

であるから､ 米軍の兵力もそれに合わせる必要

があるとして､ ｢ある地域から他の地域へと兵

力を投射する能力と､ 兵力をグローバルな視点

から管理・運営する能力を改善する必要がある｣

と証言している｡

第５のテーマは､ 数ではなく能力の重視であ

る｡ これは､ GPRを考えるにあたっては､ 技

術革新の結果として､ より少ない兵力でより大
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きな能力を配備することができるようになった

という現実を踏まえるべきだというものである｡

国防長官は､ 兵力の数を能力と同等視し大規模

部隊のプレゼンスに頼るのは ｢前世紀の産業時

代の思考方法だ｣ と酷評し､ 例えば10発の旧来

型の爆弾を５発の精密誘導弾に置き換えたとし

ても､ それは能力の減少どころかむしろ増加を

意味するのだと主張する｡

これらのテーマを見ても分かるように､ GPR

の主目的は､ 変革された軍隊の即応展開能力を

更に強化することにある｡ 例えば､ 米国は韓国

との交渉において､ 軍の規模や配置場所を再編

するだけでなく､ 在韓米軍を朝鮮半島以外の地

域にも展開できるようにするための枠組みを作

るよう韓国に要求している(79)｡

また､ グローバル・レベルの戦略への転換は､

前述した空軍の AEF構想や､ 在独・在韓米軍

のイラク派遣等で既に一部実践されている｡ 変

革により部隊の即応展開が可能となり､ かつ､

少数の投入兵力でも大きな効果を生み出せるよ

うになるとすれば､ 地域的な枠に縛られた部隊

を前方展開しておくことは､ 単に軍の柔軟性を

損ねる要因と見なされかねない｡ ファイス国防

次官は､ 賞賛の意味をこめて､ ｢今我々が保持

しているのは単一のグローバルな軍隊であり｣､

地域別の統合軍司令官がその地域に配備されて

いる部隊を ｢所有している｣ という考えは過去

のものとなったのだと語っている(80)｡ 地域別

統合軍の存在自体が今すぐに消滅するというこ

とはないだろうが､ 今後はますます個別の部隊

は地域の枠を越えて運用されるようになるだろ

う｡

部隊の数ではなく能力を重視するというのは､

米軍の削減が防衛力やコミットメントの低下に

つながるのではないかという懸念を払拭するた

めに､ 国防総省が必ず持ち出す視点である｡ も

ちろん､ この背景には､ 変革された軍隊の能力

に対する自信がある｡ 例えば､ ９月の上院公聴

会では､ 在韓米軍の削減が北朝鮮に誤ったメッ

セージを送るのではないかとの質問に､ 在韓米

軍司令官は､ ｢重要なのは兵士の数ではなく､

朝鮮半島にいる部隊の能力だ｣ と答え､ 長距離

精密誘導兵器の導入計画等による在韓米軍の近

代化の重要性を指摘する｡ そして､ ｢朝鮮半島

に迅速に兵力を投射することができる十分な地

域的増援兵力をハワイ､ グアム､ 日本に有して

いる｣ ことを考えれば､ 北朝鮮に対する抑止力

は低下することはないと断言するのである(81)｡

６－７万人の米軍を本国に帰国させるという

決定が下されたのも､ (受入国との摩擦の回避や

兵士の生活の安定という目的もあるが) それが戦

略的に合理的だと判断されたからである｡ この

決定について､ 国防総省高官は､ ｢ある地域だ

けではなく世界全体を視野に入れ､ あらゆる部

隊は必要な時には世界のどこにでも展開できな

ければならないと考えるならば｣､ 米国には海

空の戦略輸送手段もあるため､ 重装備部隊はア

ジアや欧州ではなく米国本土に配置しておく方

が､ 迅速に紛争に対処できる場合が多いのだと

説明する｡ そして､ ｢前方展開がいつでも最適

な展開状況を意味するとは限らない｣ と述べて

いる(82)｡

しかし､ いかに米国が軍の変革を進めようと

も､ 海外基地や前方展開部隊の必要性が消滅す

ることはないだろう｡ ９月の公聴会でＪ.ジョー

ンズ欧州軍司令官も､ 前方展開の持つ意味とし
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て､ 兵力の即時投射を可能とする他にも､ 米国

のコミットメントを示し潜在的な挑戦者を抑止

することや､ 地域内での安保協力を通じて地域

の安定を増進すること等を指摘している(83)｡

とはいえ､ 米国の戦略の変化を考慮すれば､ 今

後は､ 地域の防衛や安定よりも軍事行動の柔軟

性が優先されるようになるのは明らかだろう｡

４ GPRの全体像

GPRを進める上で､ 米国は海外基地を３つ

に分類している｡ 2004年９月の上院公聴会にお

けるジョーンズ欧州軍司令官の証言によれば､

それらは ① 主要作戦基地 (Main Operating

Bases／MOB)､ ② 前方作戦拠点 (Forward

Operating Sites／FOS)､ ③協力的安全保障地点

(Cooperative Security Locations／CSL) と呼ば

れている(84)｡

この証言では､ それらは次のように説明され

ている｡ MOBとは､ 家族を伴った米軍兵士が

駐留し､ 指揮・統制システムだけでなく､ 住宅

や学校等の生活インフラも完備した恒久的な基

地である｡ 要するに､ 冷戦期に米国がドイツ､

韓国､ 日本に作ったような基地だと考えてよい｡

FOSとは､ 主に受入国によって維持される施

設で､ 施設維持のための米軍による支援は限定

的なものに留まる｡ 米軍は FOSに部隊をロー

テーション配備し､ 平時には多国間演習等を行

う｡ したがって､ 家族のための施設は必要とさ

れない｡ CSLとは､ 通常は管理維持のための

米軍も配備しないが､ 緊急時には米軍が使用す

ることが可能な施設である｡ CSLは非常に簡

素な施設であっても構わず､ 施設の管理は受入

国や契約業者に依頼するが､ 必要な場合には施

設の規模を拡大する余地があることも重要だと

される｡ FOSや CSLは､ 装備の事前集積地と

して活用することも検討されているという｡

更に､ 同司令官は､ これらとは別にもう１つ

の重要な概念を提示している｡ それは､ ｢経由

地としてのインフラ｣ ("En Route" Infrastructure

／ERI) である(85)｡ ERIとは､ 戦略的に重要な

場所に位置し､ ｢危機に際して兵力の拡大・投

射・維持を即座に行う能力を提供する｣ 施設を

意味し､ 上記の各種基地のうち重要なものが

ERIに該当する｡ 同司令官は､ ｢不朽の自由作

戦｣ 及び ｢イラクの自由作戦｣ はドイツ､ イタ

リア､ イギリスにある米軍基地が ERIとして

いかに重要かを明らかにしたとし､ ERIは米

国の活動やコミットメントの支えになるとして

いる｡ この概念は､ 現在の米国が海外基地に求

める機能をよく表していると言えるであろう｡

この上院公聴会では､ ラムズフェルド国防長

官がGPRの全体像を次のように描写している(86)｡

まず､ ドイツ､ イタリア､ イギリス､ 日本､ 韓

国にあるMOBは統合し維持する｡ その上で､

部隊をローテーション配備したり､ 装備を事前

集積しておいたり､ 必要なときにアクセスした

りすることが可能な FOS や CSL を新たに確

保する｡ 具体的には､ アジアでは､ 日本と韓国

にある基地・司令部は整理・統合し､ 更に海空

兵力を追加的に前方展開させる｡ 欧州では､ 即

応展開可能な軽装備の地上部隊と特殊部隊を増

強する｡ 拡大中東圏(87) では､ ｢不朽の自由作戦｣

と ｢イラクの自由作戦｣ を遂行する際に獲得し

た FOSや CSLを維持し､ 部隊をローテーショ
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ン配備し､ 緊急時のアクセスも確保する｡ アフ

リカや南半球でも､ CSLの確保に努める｡

ジョーンズ司令官も､ 欧州軍の変革の鍵とな

るのは､ 欧州に展開する米軍の多くをローテー

ション配備の部隊とすることにあると述べてい

る｡ 何故なら､ 頻繁に移動を繰り返すローテー

ション部隊とは本質的に即応展開能力を備えた

遠征部隊であり､ ｢恒常的に駐留する部隊とロー

テーション部隊を組み合わせれば､ あらゆる範囲

の軍事作戦が遂行可能となる｣ からである(88)｡

そして､ 将来的には､ これらの部隊と､ ERI

及び地域に点在する装備の事前集積地が､ ｢欧

州・アフリカ地域における……戦略的プレゼン

スの核｣ になるだろうと結論づけている(89)｡

部隊の削減という点からすれば､ 冷戦期の米

国の前方展開態勢の中核を担ってきた在独・在

韓米陸軍をいかに再編するかが最大の焦点とな

る｡ 当然､ 米国本土に帰還する予定の６－７万

人の兵力の大半も､ これらの部隊が占めること

になるだろう｡ 前述したように､ 米韓は在韓米

軍の12,500人削減で既に合意している｡ また､

在独米軍についても､ 計画の詳細が正式に合意

された訳ではないが､ 重装備の陸軍２個師団

(約41,000人) の大半を本国に戻し､ 代わりにス

トライカー戦闘旅団を配備することが既定路線

となっている｡

米国がこれらの部隊の削減を決めた背景には､

かつては郊外にあった米軍基地が都市化の進展

により居住地に囲まれるようになった結果､ 住

民との摩擦も増え､ 米軍の活動に数々の制約が

課されるようになったことがある｡ 特に､ 訓練

場の確保が米軍にとって問題となっている｡ 例

えば､ 近年ドイツの演習場では夜間演習や低空

飛行が禁止される傾向にあり､ 米軍はその点に

不満を強めていると言われるが､ ポーランドや

ブルガリアの郊外にある演習場にはそのような

規制はほとんどなく､ この点も米軍の東欧への

シフトを促す要因となっている(90)｡

しかし､ GPRの目的は､ 部隊の削減ではな

く､ 機動力や柔軟性の増強にある｡ だからこそ､

米国は､ 地域の輸送拠点となっているイギリス

やドイツの空軍基地は重要な ERIであり存続

させるべきだと考えるのである｡ このような戦

略的観点からすれば､ 在日米軍基地のように､

陸軍ではなく海空海兵隊の基地が集中し､ 以前

から遠征作戦のための拠点として事実上使用さ

れてきたものは(91)､ 削減ではなく､ むしろ強

化の対象となる可能性もあるだろう｡

また､ GPRでは､ ドイツにあるような大規

模な米軍基地 (MOB) の新規建設ではなく､

より規模の小さい FOS や CSL の確保が重用

だとされる｡ そのような基地の方が､ 将来の紛

争地への兵力投射に柔軟性を持たせられるから

である｡ それに伴い､ 米軍の海外駐留の形態も､

家族を伴った長期的な駐留ではなく一時的なロー

テーション配備が中心となる｡ 国防総省の説明

によれば､ どこにどれだけの部隊がローテーショ

ンで展開するかは､ その時々の世界情勢によっ

て柔軟に変化させるという(92)｡ これは､ ｢アジ

アと欧州にそれぞれ約10万人｣ という兵力の
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｢数｣ に拘束されたこれまでの米軍の前方展開

の前提を､ 米国はもはや維持するつもりがない

ことを示していると言えるだろう｡

Ⅲ GPRに対する米国内の評価

１ 全般的評価

米国内で､ GPRの戦略的必要性に異論を唱

える者はほとんどいない｡ ブッシュ政権への批

判があるとしても､ それは計画の詳細やその進

め方を巡ってである｡ 2004年の大統領選では､

民主党のケリー陣営は､ 対テロ戦を遂行する中

で米軍が撤退するのは間違っていると批判した

が､ それは多分に選挙戦略としての色彩が強かっ

た｡ ケリー陣営の批判は撤退時期や同盟国との

交渉姿勢に向けられており､ 将来的に前方展開

態勢の見直しが必要だという点ではブッシュ政

権と一致していたからである(93)｡

ブッシュ陣営に近いと見なされている論者は､

より率直に GPRの必要性を説いている｡ 例え

ば､ 保守派の論客として名高いＣ.クラウトハ

マーは､ ドイツと韓国に大部隊を維持すること

は ｢途方もなく馬鹿げたこと｣ であり､ ｢13年

前にソ連は消滅したというのに､ ２個の重師団

は一体ドイツで何をしているというのか｣ と現

在の米軍の態勢に対して不満を漏らす｡ そして､

民主党からの批判に対しては､ ｢ドイツに駐留

する72,000人の米軍が一体どうやってアル・カー

イダと戦うというのだ｣ と反論している(94)｡

民主党系のシンクタンクであるブルッキング

ス研究所のＭ.オハンロンでさえも､ ブッシュ

政権の計画は ｢全般的によく出来ている｣ と評

価し､ 更に ｢その根拠は明らかに戦略的なもの

であって､ 報復的なものではない｣ と述べ､

GPRがイラク戦争に反対したドイツへの制裁

なのではないかという指摘を否定している｡ た

だし､ オハンロンは､ 計画の詳細にはまだ手直

しすべき余地があるとし､ その例として沖縄を

取り上げ､ ２万人もの兵力が人口稠密で訓練場

の少ない沖縄に居残る必要は無く､ 装備の事前

集積と非常時のアクセスを確保すれば､ 常駐す

る海兵隊は5,000人程度に減らせると主張して

いる(95)｡

共和党系の論者の中には､ 中東へのアクセス

をより強化すべきだと主張する者もいる｡ いわ

ゆる ｢ネオコン｣ の牙城と見なされているアメ

リカン・エンタープライズ公共政策研究所の

Ｔ.ドネリーは､ GPRは冷戦後の課題であった

にも係わらず､ かつてのクリントン政権は ｢在

外米軍を撤退・再配置するのに伴う外交的なコ

ストから逃げ｣ ていたと批判し､ ブッシュ政権

の取り組みを当然視する｡ しかし､ ドネリーに

よれば現在の計画はまだ不十分であり､ イラク

やアフガニスタンで米軍が確保した基地を長期

的に使用し､ 中東アジアやアフリカの新しい基

地と合わせて拡大中東圏に米軍基地のネットワー

クを構築する必要がある｡ ドネリーは､ これら

の基地の存在は､ 米軍に紛争地への兵力投射能

力を与えると同時に､ 拡大中東圏の民主化に対

する米国の長期的なコミットメントを示すもの

であり､ 結果としてこの地域の安定に貢献する

のだと主張している(96)｡

また､ 兵力変革局にも一時期在籍していたＴ.

バーネットは､ まず､ 今後は安定化作戦や平和
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維持等の戦闘以外の活動と､ その活動において

中心的な役割を果たす地上部隊がますます重要

になると指摘する｡ そして､ この地上部隊を中

東､ アフリカ､ 中央アジア､ 東南アジアといっ

た地域の近辺に配備するのは､ 冷戦後の紛争や

米軍の活動のほぼ全てがこれらの地域内で行わ

れていることからしても極めて当然であるとし､

次のように述べる｡ 即ち､ 多くの論者は､ 中東

等の不安定な地域には緊急時にアクセスできる

拠点を確保し､ 欧州等の安定した地域にはある

程度の規模の部隊を常駐させるべきだとしてい

るが､ それは誤りである｡ それとは反対に､ 不

安定地域の中にこそ安定化作戦等を行うための

地上部隊を常駐させ､ その周辺地域には緊急時

に空海の戦闘部隊がアクセスできる拠点を配置

するだけでよい｡ 何故なら､ 戦闘部隊は必要な

時にだけ投射すればすむものであるのに対して､

地上部隊は､ 常に米国の関心がそこにあること

を示す存在でなければならないからである(97)｡

GPRに対する米国議会の見方を反映してい

るのが､ 前述した ｢基地見直し委員会｣ による

中間報告書である｡ 同委員会も GPRの必要性

には同意しているが､ 国防総省が現在進めてい

る計画は軍変革や BRACとの連携がとれてお

らず性急に過ぎるとし､ 計画実施のペースを遅

らせるよう要求している｡ 例えば中間報告書で

は､ ドイツの重装備師団の本土帰国に関して､

緊急時に部隊を米国本土から海外へ展開するた

めの戦略輸送能力はまだ十分整備されていない

こと､ 及び BRACのプロセスが確定するまで

は帰国した部隊やその家族を受け入れるための

施設を建設することができないことを理由とし

て､ 今すぐにそれらの部隊を帰国させる必要性

はないとされている(98)｡ 更に､ GPRの影響は

軍事領域だけでなく諸外国との外交・経済・文

化関係にも及び､ またその実施には多大な予算

が必要となることから､ 計画策定に国防総省以

外の政府機関や議会も関与すべきだと同委員会

は主張している(99)｡

｢基地見直し委員会｣ は､ 計画の詳細につい

ても､ 国防総省よりも現状維持に傾いていると

言える｡ 例えば､ 中間報告書は､ 欧州について

は､ バルカン紛争やイラク問題が収束するまで

は重装備の旅団１個を残すことを､ 沖縄につい

ては､ その戦略的重要性ゆえ在沖米軍削減すべ

きではなく､ 普天間飛行場の機能は嘉手納空軍

基地か岩国飛行場に統合するが､ 他の海兵隊部

隊は沖縄に残すことを提言している(100)｡

このような異論があるものの､ ほぼ全ての論

者に共通しているのは､ ドイツや韓国に配備さ

れた米陸軍は基本的にはその役割を終えたのだ

という認識である｡ この認識が共有されている

限り､ 遅かれ早かれ米軍の態勢は大幅に見直さ

れることとなるだろう｡

２ 再配置に要するコスト

米国の議会予算局は､ 2004年５月の報告書で

兵力再配置のシミュレーションを行っている(101)｡

報告書が想定するシナリオは､ 海外兵力の規模

は維持したまま部隊の一部をローテーション配

備とするものから､ 海外の米軍のほぼ全てを撤

退させるものまでの計７つで､ その各々につき

コスト､ 紛争地への展開日数､ 兵士が家族と離

れて暮らすことになる年数等を試算している｡
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その中でも最も注目されたのが､ 再配置に要す

るコストである｡ この報告によれば､ どのよう

なシナリオを採ろうとも､ 兵力の再配置には大

きな財政的コストが伴うことになる｡

再配置の初期投資として必要な費用には､ 帰

国した兵士を受け入れる基地や住宅等の施設整

備費､ 現在の海外基地の統廃合や新たな海外基

地 (拠点) の建設費､ 部隊をローテーションで

移動させるための輸送費等がある｡ 議会予算局

の試算によれば､ この初期投資には最大で935

億ドルかかる｡ 一方で､ 部隊を帰国させること

により得られる経済的利益は､ 主に兵士の家族

のための生活支援施設を含む海外施設の維持運

営費の減少に限定されるため､ 兵員数を削減す

るのでない限りそれほど大きくはない｡ 同局は､

ドイツで56,000人の陸軍を維持するには兵士の

移動費や住宅・生活支援が必要になること等の

ため､ 米国で同規模の部隊を維持するよりも年

間で約10億ドル余分にコストがかかるとし(102)､

仮に海外部隊を全面撤退させたとしても､ それ

により得られる財政効果は年間12億ドル弱に過

ぎないと試算している(103)｡ 例えば､ 欧州とア

ジアに常駐する兵員数を半減し､ ドイツから１

個旅団を東欧にローテーション配備するという

最も現在の計画に近いと思われるシナリオでは､

初期投資に480－580億ドル必要なのに対して､

基地や生活支援施設の管理が必要なくなること

によって得られる財政効果は年間約５億ドルに

過ぎないとされている(104)｡

この報告以外にも､ 基地移転にかかるコスト

を懸念する声はある｡ 例えば､ レーガン政権で

国防次官補を務めたＬ.コーブは､ 仮に東欧に

基地を移転するとしても､ 東欧の基地は老朽化

や汚染が激しく改修費が必要であり､ 加えて経

済的に貧しい東欧諸国にドイツや日本並みのホ

スト・ネーション・サポートを期待することも

出来ないだろうと指摘している(105)｡ また､ 受

入国との協定により､ 基地を返還する場合には､

米国が環境汚染の除去にかかる費用を負担する

ことが定められている場合もある｡ この点につ

いて､ 米国会計検査院 (GAO) は､ 環境問題

に対する受入国の姿勢が年々厳しくなっている

ため､ 汚染除去に関する米国の負担が今後増大

する可能性もあるだろうと指摘している(106)｡

現段階で国防総省は､ GPRに要する費用を

90－120億ドルと見積もっている｡ この費用に

は､ 基地閉鎖､ 部隊の移動､ 海外における新規

基地 (FOS及び CSL) の整備､ 帰国した部隊を

受け入れるための米国本土における施設整備等

に要する費用が含まれる (本土における施設整

備費は BRAC予算の中から支出される)(107)｡ この

金額は議会予算局の算定よりもかなり小さく､

｢基地見直し委員会｣ も､ 海外における施設の

再編や新設だけでも160－200億ドルが必要とな

るだろうとして､ 国防総省の算定に異議を唱え

ている(108)｡ また､ 同委員会は､ GPRに要する

費用を考える際には､ GPRと連動する戦略輸

送の整備や新兵器の開発に必要となる費用も合

わせて考慮すべきであり､ そうすると金額はさ

らに大きくなると指摘している(109)｡

しかし､ このような指摘に対するブッシュ政

権の答えは､ 極めて率直である｡ それは､ GPR
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において問題とされるべきは､ コストではなく

戦略的な考慮なのだというものである｡ ラムズ

フェルド国防長官は､ ｢ある朝起きて突然､ 米

国の態勢を変えようと思いついたのではなく､

これはやらねばならないことなのだ｣ と議会で

証言している｡ そして､ GPRには確かに ｢い

くらかの金銭的コストがかかる｣ ことを認めな

がらも､ それは国防費の総額からすればほんの

僅かに過ぎないと述べるのである(110)｡

３ ローテーション配備の問題点

前述したように､ GPRでは､ 海外に駐留す

る部隊の多くをローテーション配備の部隊に切

り替えることが計画されている｡ ｢常駐部隊｣

と ｢ローテーション部隊｣ の相違とは､ 次のよ

うなものである｡ 在独米軍は ｢常駐部隊｣ と言

われるが､ 兵士個人の立場からすれば､ 当然､

一度在独米軍に配属されたからといって生涯ド

イツに駐留する訳ではない｡ 部隊全体として見

た場合､ 常駐部隊は常にそこに一定の規模の部

隊を配備するのに対して､ ローテーション配備

の場合は必ずしも一定規模の部隊を維持するこ

とは想定されていない｡ したがって､ 必要な時

に､ 必要な場所に､ 必要な規模の部隊を柔軟に

配備することも可能となる｡ 兵士の立場から見

れば､ 常駐と言われる場合､ 多くは家族を伴っ

て数年間 (例えばドイツの場合では一般に３年間)

海外基地に配属されることとなる｡ 一方､ ロー

テーション配備の場合は､ 期間は普通６ヶ月､

長くても１年で､ 家族を同伴することもない｡

したがって､ 常駐部隊が駐留する基地には､

兵士の家族のための住宅や学校等の生活支援施

設も必要となり､ 建設や維持にかかるコストも

大きくなる｡ 例えば､ ドイツには米軍兵士の家

族のための学校が70 (生徒数は３万人以上) も

ある(111)｡ 更に､ 兵士を本国から移動させる場

合にも､ 家族や自家用車等の家財道具の輸送費

用も政府が負担するので､ その分部隊の移動コ

ストも大きくなる(112)｡ 一方､ ローテーション

部隊が駐留する基地には家族のための施設は必

要なく､ 一回あたりで見れば部隊の移動コスト

も小さくてすむ｡ ただし､ 当然ローテーション

の場合は､ 部隊の移動回数が増えることになる

ので､ コストの比較は容易ではない｡

ローテーション配備の部隊を増加させる計画

に対しては､ 批判も多い｡ 議会予算局の報告書

は､ ローテーションの増加は米軍の即応態勢に

悪影響を与える可能性があると主張している｡

同報告書によれば､ ローテーション配備を支え

るためには移動・休養・訓練等のサイクルを計

算に入れるとその３－４倍の兵力が必要であり､

ローテーションの増加は米軍全体の即応兵力を

その分減らす結果となる(113)｡

しかし､ 前述したジョーンズ欧州軍司令官の

議会証言でも言及されていたように､ 長距離の

移動を繰り返すローテーション部隊自体は､ 現

在欧州や韓国に駐留している常駐の陸軍部隊よ

りも即応力に優れた部隊だと言える｡ 即応力の

低い大規模の常駐部隊を維持するよりも､ 多少

の犠牲はあってもローテーション部隊を増加さ

せる方が､ 軍全体としてみれば即応力は増すと

考えることもできるだろう｡ 国防総省の計画も

このような想定に基づいているのではないかと

思われる｡

しかし､ ローテーションの増加で最も懸念さ

れているのは､ 兵士の生活や士気への影響であ

る｡ 当然､ 米軍兵士の大半は家族と共に暮らす

ことを望んでいるが､ ローテーション配備の部

隊を増やせば兵士が家族と離れて暮らす可能性

も大きくなる｡ 2004年８月のブッシュ演説は､
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GPRにより ｢兵士は米国本土でより多くの時

間を過ごせるようになり……移動の機会も減る

だろう｡ その妻達も……より安定した生活を……

手にすることができるだろう｣ とし､ 軍人の生

活の安定を GPRの目的の１つと位置づけてい

た(114)｡ しかし､ ローテーションの増加により

軍人と家族の離反が増えるならば､ GPRは逆

に軍人の生活を不安定にしてしまう｡ 現役の軍

人の中にもそれを懸念する声があり(115)､ オハ

ンロンもローテーションの増加は ｢志願兵制の

軍隊に対する最大の挑戦｣ となる可能性がある

と危惧している(116)｡

４ 受入国との関係に与える影響

ブッシュ政権の掲げる GPRの目的の１つは

米軍受入国との ｢摩擦｣ を取り除くことにある

が､ 一方で GPRが受入国との関係を悪化させ

てしまうのではないかという懸念の声もある｡

その典型は､ イラク戦争に対する米国と欧州の

対立の結果として､ GPRがドイツへの懲罰や､

あるいは ｢古い欧州｣ から ｢新しい欧州｣ への

シフトと受け止められてしまうのではないかと

いうものである｡ 例えば､ Ｒ.ハンター前駐

NATO大使も､ GPRは確かに必要だが ｢今は

ドイツから部隊を撤退させるには最悪の時期｣

であり､ ｢政治的に鍵となるのはそのタイミン

グで､ 間違ったメッセージを送ってはいけない｣

と述べる(117)｡

また､ ローテーション配備の増加に関しても､

戦略的な考慮だけでそれを決定すべきではない

という主張もある｡ 例えば､ ドネリーは､ ロー

テーションにより柔軟に兵力を増減させるとい

う姿勢が､ 米軍はその国の防衛よりも自国の都

合を優先しているという印象を受入国に与える

危険性があると指摘する｡ ドネリーは､ ローテー

ション配備の増加は必要ではあるが､ 受入国と

の関係を慎重に考慮した上で決定しなければな

らないと主張するのである(118)｡

更に､ ブッシュ政権のユニラテラルな傾向が

GPRの目的に対する誤解を生み出してしまう

ことを懸念する声もある｡ これは､ 特にブッシュ

政権の全般的な国防政策に批判的な論者の中に

多い見解である｡ 例えば､ クリントン政権で国

防次官補代理を務めたＫ.キャンベルらは､ GPR

の戦略的な必要性には同意しながらも､ GPR

が ｢先制攻撃と武力介入に基づいた論争的な戦

略を……支えるものと見なされてしまう｣ こと

を懸念し､ 受入国への説明を慎重かつ丁寧に行

うべきだと主張している(119)｡

その一方で､ ヘリテージ財団のＪ.スペンサー

は､ 現在の米国の海外展開態勢は少数の国に過

度に依存しすぎており､ GPRにより基地を分

散させることは受入国との関係にも好影響を与

えるだろうと主張する(120)｡ 例えば､ イラク攻

撃の場合にそうであったように､ イスラム国家

であるトルコにとって米軍の存在は重圧ともなっ
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ているため､ 東欧への基地拡大によりトルコへ

の重圧は緩和されるだろうというのである｡ と

はいえ､ スペンサーの議論の主眼は､ 受入国の

負担軽減よりも､ むしろ米軍の行動の自由を確

保することにある｡ スペンサーは､ 複数の国に

基地を分散するメリットの１つとして､ 仮にい

くつかの受入国が米軍の基地使用に反対しても

支障なく軍事行動を行うことが可能になるとい

う点を挙げるのである｡

おわりに

現時点では､ 米国が､ 自国の軍隊を受け入れ

てくれる同盟国・友好国を依然として必要とし

ていることは確かである｡ 米軍の変革は､ 未だ

遠征作戦の足がかりとしての基地を必要としな

い域には達していない｡ それだけではなく､ ア

フガニスタンやイラクにおける作戦のように､

戦力面からも国際的な正当性の面からも､ 同盟

国からの支援が必要となる場合もある｡ だから

こそ､ GPRでは､ 多国間の共同演習等を通じ

て他国の軍変革を支援し､ それらの国の軍隊を

米軍と共同行動ができるレベルにまで高めるこ

とも目的の１つとされているのである｡ 実際に､

米国はイラクに展開する予定のポーランド軍の

訓練や､ アフガニスタンに展開する予定の

ISAF (国際治安支援部隊) の訓練の支援等も行っ

ている｡

このような観点から､ ファイス国防次官は次

のように述べる｡ ｢我々の再編計画を理解する

ことは､ 国家安全保障の分野において米国はユ

ニラテラルだという非難を葬り去る一助となる｡

この計画は､ 将来において同盟国や友好国と共

に行動することを可能とする米国の防衛力及び

米国とそれらの国との国家間関係を確保するの

に貢献するだろう｣(121)｡

しかし､ この主張が正当なものか否かを判断

するには､ 今後の米国の政策を見守る必要があ

るだろう｡ 米軍受入国の側からしても､ 米国と

の同盟維持を是とするならば､ 米軍が機動性と

展開能力を高めるために態勢を見直すことそれ

自体に反対する合理的理由はない｡ しかし､ 米

軍の強化に対する受入国の積極的な支持を取り

付けるためには､ 米国が､ その軍事力を自国の

利益のためだけでなく､ 各国と協調して国際的

安定のために行使する姿勢をみせることが重要

となるだろう｡ そうすれば､ 受入国も､ 米軍の

存在を､ 自国の利益にも貢献する一種の ｢公共

財｣ と見なすことができるようになる｡

だが､ GPRの中に､ 海外基地の役割を単な

る軍事行動のための一手段とみなし､ 米軍の行

動の自由を何よりも優先し､ 米国に賛同する国

とのみ協力しようとするようなユニラテラリズ

ム的要素があることもまた否定できない事実で

ある｡ 同様に､ 米軍の変革にも､ 他国の軍隊や

基地に依存せずに軍事作戦を遂行する能力を獲

得しようという意図が含まれている｡ もし米国

が自国の利益のためにのみ米軍とその海外基地

を使うのであれば､ 米軍が ｢公共財｣ として認

知される可能性は限りなく低くなる｡ 受入国が

米軍を ｢公共財｣ として認知できないのであれ

ば､ 米軍基地の存在に由来する諸問題という

｢公共財維持のためのコスト｣ を進んで負担し

ようとする国もなくなるだろう｡

米国の同盟国にとっては､ いかにして自国の

利益に反する方向で米国がその軍事力を行使す

ることを防ぐか､ そして､ いかにして自国の利

益を米国の行動に反映させるかが今後の課題と

なる｡ その意味でも､ 米軍受入国は､ 基地の提

供や米軍の活動への支援を米国の政策に影響を

与えるための１つの手段として活用すべきだろ

う｡

(ふくだ たけし 外交防衛課)
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